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８
月
末
で
財
務
省
は
、
平
成

２６
年
度
予
算
の
概
算
要
求
を
締

め
切
っ
た
。
総
務
省
の
概
算
要

求
で
は
、
省
全
体
の
一
般
会
計

予
算
要
求
額
を
対
前
年
度
比
１

・
８
％
増
の
１７
兆
５
３
９
９
億

円
と
し
、
う
ち
地
方
交
付
税
に

つ
い
て
は
出
口
ベ
ー
ス
で
対
前

年
度
比
１
・
８
％
減
の
１６
兆
７

６
１
５
億
円
と
し
た
。

▼
３
面
に
地
方
財
政
計
画
案

一
般
会
計
に
計
上
し
た
「
地

方
交
付
税
等
財
源
繰
入
れ
」
は

対
前
年
度
比
２
・
３
％
増
の
１６

兆
７
６
５
４
億
円
と
し
た
。
内

訳
は
、
特
別
会
計
へ
繰
り
入
れ

る
入
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交
付
税

に
１６
兆
６
４
６
５
億
円
、
地
方

特
例
交
付
金
に
１
１
８
９
億
円

と
し
た
が
、
計
上
額
に
は
地
方

の
財
源
不
足
を
国
と
折
半
す
る

ル
ー
ル
が
継
続
し
た
と
仮
定
し

９
５
０
０
億
円
を
盛
り
込
ん
で

あ
る
。
折
半
ル
ー
ル
は
２５
年
度

で
終
了
し
て
お
り
、
２６
年
度
以

降
の
扱
い
は
今
後
協
議
す
る
。

概
算
要
求
と
あ
わ
せ
総
務
省
は

「
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
ア
プ
ロ
ー
チ
２

０
１
４
」
を
ま
と
め
、
８
月
３０
日

に
公
表
し
た
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
が

掲
げ
る
３
本
目
の
矢
の
「
成
長
戦

略
」
を
達
成
す
る
と
と
も
に
▽
国

と
地
方
を
通
じ
た
財
政
健
全
化
▽

地
方
分
権
の
推
進
―
な
ど
を
推
進

す
る
た
め
、
５
つ
の
方
策
を
掲
げ

た
。
８
月
３０
日
の
閣
議
後
、
新
藤

総
務
相
は
「
重
要
点
を
ま
と
め
た

も
の
が
、
こ
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
ア

プ
ロ
ー
チ
」
「
我
々
は
、
こ
れ
に

基
づ
い
て
概
算
要
求
を
組
み
立
て

て
い
る
」
と
述
べ
、
平
成
２６
年
度

の
一
般
会
計
要
求
額
１７
兆
５
３
９

９
億
円
は
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と
ア
プ

ロ
ー
チ
で
課
題
と
方
策
を
積
み
上

げ
た
結
果
だ
と
強
調
し
た
。
�
元

気
を
つ
く
る
�
命
を
守
る
�
便
利

な
く
ら
し
を
つ
く
る
�
み
ん
な
の

安
心
を
ま
も
る
�
国
の
仕
組
み
を

つ
く
る
―
の
う
ち
、
�
で
は
「
大

都
市
制
度
の
改
革
」
「
地
方
中
枢

拠
点
都
市
に
よ
る
新
た
な
広
域
連

携
」
な
ど
を
通
じ
、
地
方
分
権
改

革
を
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

入
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交
付
税
を

算
定
す
る
に
あ
た
り
、
総
務
省
で

は
交
付
税
の
原
資
と
な
る
国
税
５

税
の
法
定
率
分
を
見
積
も
っ
て
い

る
。
内
訳
は
▽
所
得
税
×
３２
％
�

対
前
年
度
比
４
・
０
％
増
の
４
兆

６
２
７
４
億
円
▽
酒
税
×
３２
％
�

同
０
・
８
％
増
の
４
３
４
５
億
円

▽
法
人
税
×
３４
％
�
同
６
・
５
％

増
の
３
兆
１
５
５
５
億
円
▽
消
費

税
×
２９
・
５
％
�
同
２
・
８
％
増

の
３
兆
２
２
８
５
億
円
▽
た
ば
こ

税
×
２５
％
�
同
７
・
７
％
増
の
２

６
６
８
億
円
―
と
し
た
。

国
税
５
税
分
の
合
計
額
１１
兆
７

１
２
８
億
円
か
ら
「
平
成
１９
・
２０

年
度
精
算
分
」
な
ど
を
差
し
引

き
、
「
法
定
加
算
等
�
８
２
６
２

億
円
」
「
別
枠
の
加
算
�
９
５
０

０
億
円
」
「
臨
時
財
政
対
策
特
例

加
算
�
３
兆
４
７
２
１
億
円
」
を

加
え
た
入
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交
付

税
額
は
、
対
前
年
度
比
２
・
３
％

増
の
１６
兆
６
４
６
５
億
円
。
「
特

別
会
計
借
入
金
償
還
額
�
２
０
０

０
億
円
」
「
特
別
会
計
借
入
金
利

子
�
１
７
６
７
億
円
」
な
ど
を
差

し
引
き
、
出
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交

付
税
と
し
て
１６
兆
７
６
１
５
億
円

を
確
保
し
た
。

総
務
省
が
ま
と
め
た
概
算
要
求

時
の
２６
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮

試
算
で
は
、
出
口
ベ
ー
ス
の
地
方

交
付
税
の
ほ
か
、
地
方
税
等
と
し

て
対
前
年
度
比
２
・
３
％
増
の
３７

兆
２
０
０
０
億
円
を
見
込
む
。
一

般
財
源
の
総
額
は
６０
兆
６
０
０
０

億
円
と
見
込
ん
だ
。

２６
年
度
も
引
き
続
き
巨
額
の
財

源
不
足
が
生
じ
る
見
込
み
で
、
地

方
交
付
税
法
第
６
条
の
３
第
２
項

の
規
程
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら
、

総
務
省
は
同
項
に
基
づ
く
国
税
５

税
の
交
付
税
率
引
き
上
げ
に
つ
い

て
事
項
要
求
と
し
て
い
る
。

【地方交付税法第６条の３第２
項】毎年度分として交付すべき
普通交付税の総額が引き続き第
１０条第２項本文の規定によつて
各地方団体について算定した額
の合算額と著しく異なることと
なつた場合においては、地方財
政若しくは地方行政に係る制度
の改正又は第６条第１項に定め
る率の変更を行うものとする。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1880号９月１５日平成25年
（2013年）

概
算
要
求
締
め
切
り

出
口
で
地
方
交
付
税
１６
・
８
兆
円

折半ルールの取り扱いが鍵

ミミ
ッッ
シシ
ョョ
ンン
とと
アア
ププ
ロロ
ーー
チチ
２２００１１４４

一一
般般
財財
源源
総総
額額
はは
１１
・・
４４
％％
増増

平成２６年度 地方交付税・地方特例交付金
概算要求の概要

交付税及び譲与税配付金特別会計

（１）通常収支分 （単位：億円）

増減率
Ｃ／Ｂ

（％）

２．３

皆減

１００．０

１．２

７８．１

△ ５０．０

―

△ １．８

△ ５．３

２．３

表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

増減額
（Ａ―Ｂ）

Ｃ

３，７９４

△ ６，５００

△ １，０００

△ ２１

１，７１８

△ １，０００

０

△ ３，００９

△ ６６

３，７２７

平成２５年度予
算額

Ｂ

１６２，６７２

６，５００

△ １，０００

△ １，７４６

２，１９９

２，０００

０

１７０，６２４

１，２５５

１６３，９２７

平成２６年度
要求額

Ａ

１６６，４６５

０

△ ２，０００

△ １，７６７

３，９１７

１，０００

０

１６７，６１５

１，１８９

１６７，６５４

項目

＜地方交付税＞

一般会計からの繰入れ

財投特会からの繰入れ
（地方公共団体金融機構の準備金の活用）

借入金償還

借入金等利子

前年度からの繰越分

剰余金の活用

返還金

計

＜地方特例交付金＞
一般会計からの繰入れ

一般会計からの繰入れ
合 計

（１） 平成２５年９月１５日 第１８８０号
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都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長
�
小
林
茂
裕
・
福
山
市
議
会
議

長
）
が
８
月
２０
日
に
開
催
し
た
第
９８
回
総
会
で
は
、
２４
・
２５
年
度
調

査
研
究
テ
ー
マ
の
「
都
市
に
お
け
る
災
害
対
策
と
議
会
の
役
割
」
に

つ
い
て
協
議
し
、
取
り
ま
と
め
に
向
け
作
業
を
進
め
て
い
る
。
総
会

で
は
、
研
究
テ
ー
マ
に
つ
い
て
研
鑽
を
積
む
と
と
も
に
来
年
２
月
の

取
り
ま
と
め
に
向
け
、
講
師
に
幸
田
雅
治
・
中
央
大
学
大
学
院
公
共

政
策
研
究
科
教
授
を
招
き
講
演
を
聴
取
し
た
。
今
号
と
次
号
の
２
回

に
分
け
、
幸
田
氏
が
講
演
し
た
内
容
の
概
要
を
本
紙
に
掲
載
す
る
。

危機管理の４段階
◆災害発生前
被害抑止（mitigation）
・危機が起こらないようにし、起こった場合の影響を少な
くする事前の対策

被害軽減（preparedness）
・危機が生じた場合を想定して、それに対処して悪影響を
最小限にする態勢を準備しておくこと

◆応急対応（response）
・実際に危機が発生した際の対処行動

◆復旧（recovery）
・危機が発生して生じた被害を平常に（旧に）復する活動

この後に、
◆復興段階（reconstruction）
・長期的展望に基づき、地域の再建を目指す活動

幸田氏は主として東日本大震災時の
対応を例に取り�災害発生前�応急�
復旧�復興―の段階ごとに解説した。
「災害発生前」は「被害抑止」「被害
軽減」の２段階に分類される。「応急」
段階では住民への情報提供、被災地ニ
ーズの把握などで地方議会の果たす役
割が重要と説いた。今号では、危機管
理の４段階のうち「災害発生前」「応
急」の２段階に焦点を当てて紹介する。

災災
害害
発発
生生
前前

ま
ず
、
「
災
害
発
生
前
」
の
段

階
は
「
応
急
」
「
復
旧
」
な
ど
を

的
確
に
実
施
す
る
た
め
に
も
欠
か

せ
な
い
段
階
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、
地
方
議
会
、
地
方
議
員
の
役

割
も
大
き
い
と
し
た
。
「
災
害
発

生
前
」
の
具
体
的
な
事
例
と
し
て

「
防
災
（
災
害
）
対
策
基
本
条
例
」

の
制
定
を
挙
げ
て
い
る
。

同
条
例
は
防
災
対
策
の
基
本
理

念
、
行
政
機
関
・
市
民
・
事
業
者

等
の
責
務
や
役
割
、
防
災
対
策
の

基
本
的
事
項
を
定
め
て
お
り
、
防

災
対
策
の
総
合
的
、
計
画
的
な
推

進
の
指
針
と
な
る
。
条
例
策
定
の

メ
リ
ッ
ト
は
▽
法
律
で
規
定
さ
れ

て
い
な
い
事
項
に
つ
い
て
条
例
に

よ
る
補
完
が
可
能
▽
条
例
案
の
策

定
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
住
民
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
者
の
参
加
―
な

ど
多
岐
に
わ
た
る
。
住
民
参
加
に

よ
る
条
例
の
制
定
で
、
住
民
の
防

災
意
識
の
喚
起
に
も
寄
与
す
る
。

応応
急急
段段
階階

「
応
急
」
段
階
に
お
け
る
議
会

の
役
割
は
被
災
住
民
同
様
、
自
ら

の
安
全
確
保
に
徹
す
る
こ
と
は
も

ち
ろ
ん
の
こ
と
「
執
行
部
と
の
情

報
共
有
」
が
と
り
わ
け
重
要
に
な

っ
て
く
る
。
災
害
発
生
時
は
被
害

状
況
が
把
握
で
き
な
い
場
合
も
あ

り
情
報
が
錯
綜
、
住
民
が
パ
ニ
ッ

ク
に
陥
っ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ

る
。
「
応
急
」
段
階
に
お
け
る
議

会
は
、
被
災
住
民
と
行
政
と
の
橋

渡
し
を
通
し
、
住
民
へ
情
報
を
伝

達
す
る
重
要
な
役
割
を
担
う
。
春

日
部
市
議
会
が
策
定
し
た
「
災
害

発
生
時
の
対
応
要
領
に
基
づ
く
議

会
・
議
員
の
対
応
（
フ
ロ
ー
）
」

を
み
る
と
、
執
行
部
と
議
会
・
議

員
と
の
情
報
共
有
が
さ
れ
て
お

り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
に
つ
い
て

も
明
確
に
区
分
さ
れ
て
い
る
�
左

表
参
照
。
議
長
を
本
部
長
と
す
る

春
日
部
市
議
会
災
害
対
策
支
援
本

部
は
、
市
の
災
害
対
策
本
部
と
相

互
に
連
携
し
情
報
共
有
に
努
め

る
。
各
議
員
は
被
災
地
、
避
難
所

へ
赴
き
救
援
活
動
や
情
報
収
集
を

行
う
。
支
援
本
部
は
各
議
員
か
ら

の
情
報
を
集
約
し
、
災
害
対
策
本

部
へ
報
告
す
る
。
的
確
な
情
報
を

通
じ
、
被
害
の
拡
大
を
防
止
し
、

災
害
復
旧
に
役
立
て
る
こ
と
が
可

能
と
な
る
。

春
日
部
市
で
は
災
害
対
策
支
援

本
部
を
設
置
し
、
情
報
共
有
に
努

め
て
い
る
が
、
他
の
地
方
議
会
で

も
様
々
な
形
で
情
報
の
共
有
化
を

図
っ
て
い
る
。
東
日
本
大
震
災
の

発
生
直
後
に
お
け
る
議
会
の
対
応

を
例
に
取
る
と
、
大
田
区
で
は
市

の
災
害
対
策
本
部
に
議
長
が
入

り
、
情
報
共
有
を
図
っ
て
い
る
。

会
津
若
松
市
で
は
各
派
代
表
者
会

議
で
、
議
会
に
災
害
対
策
室
と
い

う
任
意
の
機
関
を
設
置
し
、
市
の

災
害
対
策
本
部
と
情
報
を
共
有
し

た
。
石
巻
市
議
会
で
は
、
震
災
の

発
生
時
は
委
員
会
の
開
催
時
期
に

当
た
っ
て
い
た
が
、
議
員
は
地
元

に
戻
り
住
民
の
状
況
を
市
に
伝
達

し
た
。
議
長
は
被
災
地
域
外
の
出

身
で
あ
っ
た
た
め
、
議
会
事
務
局

に
張
り
付
き
市
災
害
対
策
本
部
と

情
報
共
有
に
努
め
た
。
大
規
模
災

害
に
お
け
る
「
執
行
部
と
の
情
報

の
共
有
」
だ
け
を
取
り
上
げ
て

も
、
各
市
で
様
々
な
取
組
み
が
実

施
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

「
議
会
の
情
報
共
有
」
に
関
し
て

は
、
本
会
の
都
市
行
政
問
題
研
究

会
が
現
在
、
報
告
書
の
取
り
ま
と

め
作
業
を
進
め
て
い
る
「
都
市
に

お
け
る
災
害
対
策
と
議
会
の
役

割
」
に
お
い
て
調
査
項
目
と
し
て

掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
報
告
書
の
最

終
案
を
２６
年
２
月
開
催
予
定
の
第

９９
回
総
会
で
諮
り
、
最
終
的
に
決

定
す
る
予
定
と
し
て
い
る
。

大大
規規
模模
災災
害害
発発
生生
時時
にに
議議
会会
はは

中
央
大
学
大
学
院
公
共
政
策
研
究
科
教
授

幸

田

雅

治
氏 【上】

第１８８０号 平成２５年９月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地地
方方
債債
規規
模模
はは
１１３３
・・
４４
兆兆
円円

厚
生
労
働
省
は
毎
年
５
月
５
日

の
子
ど
も
の
日
か
ら
１
週
間
を

「
児
童
福
祉
週
間
」
と
定
め
、
児

童
福
祉
の
理
念
の
普
及
啓
発
の
た

め
、
各
種
事
業
を
展
開
し
て
い
ま

す
。
２６
年
度
の
児
童
福
祉
週
間
に

向
け
厚
労
省
で
は
、
象
徴
と
な
る

標
語
を
広
く
募
集
中
。
概
要
は
次

の
と
お
り
と
し
て
い
ま
す
。

▽
募
集
期
間
�
２５
年
９
月
２
日
〜

１０
月
２１
日
▽
募
集
内
容
�
元
気
で

頑
張
る
子
ど
も
た
ち
を
応
援
す
る

標
語
や
未
来
に
向
け
て
の
子
ど
も

た
ち
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
な
る

標
語
▽
主
催
者
�
厚
生
労
働
省
、

（
社
福
）
全
国
社
会
福
祉
協
議
会
、

（
一
財
）
こ
ど
も
未
来
財
団
▽
お
問

い
合
わ
せ
先
�
（
一
財
）
こ
ど
も
未

来
財
団

研
修
調
査
部

標
語
募
集

係
�
０
３（
５
５
１
０
）
１
８
３
３

児
童
福
祉
週
間

で
標
語
を
募
集

総
務
省
が
２６
年
度
計
画
案
を
公
表

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市

議
会
協
議
会
（
会
長
�
田
中
修

一
・
町
田
市
議
会
議
長
）
は
１１

月
１
日
（
金
）、
１３
時
か
ら
東
京

・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で

「
第
９
回
地
域
医
療
政
策
セ
ミ

ナ
ー
」
を
開
催
す
る
こ
と
と
致

し
ま
し
た
。

参
加
申
し
込
み
は
既
に
受
け

付
け
て
お
り
、
先
着
順
で
定
員

の
４
０
０
人
が
集
ま
り
次
第
、

募
集
を
締
め
切
ら
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
。

参
加
費
は
当
加
盟
協
議
都
市

が
無
料
、
未
加
盟
都
市
は
一
人

２
０
０
０
円
と
な
っ
て
お
り
ま

す
。
皆
様
の
参
加
を
お
待
ち
し

て
お
り
ま
す
。

※
詳
細
は
本
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

総
務
省
が
８
月
３０
日
に
公
表
し

た
「
平
成
２６
年
度
地
方
債
計
画

案
」
に
よ
れ
ば
、
２６
年
度
の
地
方

債

計

画

額

は
１３
兆
３
９
２
３
億

円
。
２５
年
度
の
計
画
額
よ
り
２
１

５
億
円
、
０
・
２
％
増
の
規
模
と

な
っ
た
。

▼
１
面
に
概
算
要
求

内
訳
は
普
通
会
計
分
を
１１
兆
１

８
１
９
億
円
、
公
営
企
業
会
計
等

分

を
２
兆
２
１
０
４
億

円

と

し

た
。
２５
年
度
と
比
べ
、
普
通
会
計

分
は
３
０
２
億
円
、
０
・
３
％
増

と
な
り
、
公
営
企
業
会
計
等
分
は

８７
億
円
、
０
・
４
％
減
と
な
っ
た
。

普
通
会
計
分
は
更
に
通
常
分
と

特
別
分
に
区
分
。
通
常
分
の
計
画

額
は
３
兆
７
４
７
４
億
円
、
特
別

分
に
つ
い
て
は
７
兆
４
３
４
５
億

円
を
見
込
ん
だ
。
２５
年
度
と
比

べ
、
通
常
分
は
２
１
１
１
億
円
、

５
・
３
％
の
減
と
な
り
、
特
別
分

は
２
４
１
３
億
円
、
３
・
４
％
の

増
と
し
た
。

特
別
分
の
う
ち
、
臨
時
財
政
対

策
債
は
２５
年
度
比
で
３
２
１
３
億

円
、
５
・
２
％
増
の
６
兆
５
３
４

５
億
円
を
見
込
む
。

こ
の
ほ
か
「
東
日
本
大
震
災

分
」
に
係
る
地
方
債
計
画
に
つ
い

て
は
別
途
策
定
す
る
と
し
た
。
東

日
本
大
震
災
に
関
連
す
る
事
業
を

円
滑
に
推
進
で
き
る
よ
う
、
所
要

額
に
つ
い
て
、
全
額
を
公
的
資
金

で
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

大大
雨雨
・・
突突
風風
被被
害害
でで

災災
害害
救救
助助
法法
をを
適適
用用

８
月
２３
日
か
ら
の
大
雨
被
害
に

よ
り
、
島
根
県
で
は
住
家
に
多
数

の
被
害
が
生
じ
た
た
め
、
災
害
救

助
法
の
適
用
を
決
定
。
市
へ
の
適

用
団
体
は
江
津
市
で
、
適
用
日
は

８
月
２３
日
。

ま
た
、
９
月
２
日
に
は
埼
玉
県

・
千
葉
県
を
中
心
と
し
突
風
に
よ

る
甚
大
な
被
害
が
発
生
。
埼
玉
県

で
は
越
谷
市
に
対
し
、
災
害
救
助

法
、
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
の

適
用
を
決
定
し
た
。
両
法
と
も
適

用
日
は
９
月
２
日
。

【通常収支分】 （単位：億円、％）

増 減 率

（Ｃ）／（Ｂ）×１００

０．３
△５．３
３．４
５．２
０．０

△４７．１
０．０

△０．４

０．２
△３．６
３．４

差 引

（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

３０２
△２，１１１
２，４１３
３，２１３
０

△ ８００
０

△ ８７

２１５
△２，１９８
２，４１３

平成２５年度
計 画 額

（Ｂ）

１１１，５１７
３９，５８５
７１，９３２
６２，１３２
８，０００
１，７００
１００

２２，１９１

１３３，７０８
６１，７７６
７１，９３２

平成２６年度
計画額（案）

（Ａ）

１１１，８１９
３７，４７４
７４，３４５
６５，３４５
８，０００
９００
１００

２２，１０４

１３３，９２３
５９，５７８
７４，３４５

区 分

普通会計分
通常分
特別分
臨時財政対策債
財 源 対 策 債
退 職 手 当 債
調 整

公営企業会計等分

総 計
通常分
特別分

地域医療政策セミナーを開催

（注）１ 平成２６年度の国の予算編成の内容、地方財政をめぐる動向等に対応し、本計画（案）に
所要の修正を行うこととしている。
２ 臨時財政対策債については、「平成２６年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】」の財
源不足額を基礎に計上している。
３ 財源対策債については、「平成２６年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針につい
て」及び「平成２６年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】」を踏まえて計上している。
４ 退職手当債については、「平成２６年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】」の退職手
当を基礎に計上している。５調整は、国庫補助負担金の一般財源化に伴う影響額に係る不
交付団体への資金手当分及び地方法人特別税等による減収等に係る資金手当分である。
５ 調整は、国庫補助負担金の一般財源化に伴う影響額に係る不交付団体への資金手当分及
び地方法人特別税等による減収等に係る資金手当分である。

厚労省

（３） 平成２５年９月１５日 第１８８０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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こ
の
ほ
ど
本
紙
で
は
、
平
成
２５
年
度
６
月
定
例
会
に
お
け
る
「
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
」
を
ま
と

め
た
。
調
査
結
果
に
つ
い
て
は
取
り
ま
と
め
た
表
を
「
上
」
「
下
」
に
分
割
し
、
今
号
と
次
号
の
２
回
に

分
け
掲
載
す
る
。
「
上
」
で
は
▽
少
人
数
学
級
の
実
現
▽
教
育
予
算
の
拡
充
強
化
―
な
ど
教
育
関
係
の
要

望
が
１
６
０
件
採
択
さ
れ
最
多
と
な
っ
た
。
次
い
で
意
見
書
の
採
択
数
順
に
「
地
方
財
政
の
充
実
強
化
」

が
６４
件
、
「
地
方
公
務
員
給
与
の
減
額
措
置
を
前
提
に
し
た
地
方
交
付
税
削
減
に
反
対
」
が
２４
件
と
続
く
。

両
意
見
書
で
は
地
方
交
付
税
な
ど
で
共
通
し
た
要
望
も
見
ら
れ
、
地
方
財
政
に
多
く
の
関
心
が
寄
せ
ら
れ

て
い
る
。
教
育
関
係
の
要
望
は
２４
年
６
月
定
例
会
で
も
意
見
書
数
が
最
多
で
、
本
紙
１
８
４
４
号
に
概
要

を
掲
載
し
た
経
緯
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
号
で
は
地
方
財
政
面
の
要
望
に
焦
点
を
当
て
概
要
を
掲
載
す
る
。

各
市
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
意
見
書

で
は
、
地
方
税
財
源
に
関
し
▽
地

域
の
財
政
需
要
に
見
合
う
地
方
財

政
計
画
の
策
定
▽
地
方
交
付
税
総

額
の
拡
大
▽
震
災
復
興
特
別
交
付

税
の
確
保
▽
地
方
公
務
員
給
与
費

の
臨
時
給
与
削
減
に
よ
り
減
額
し

た
給
与
関
係
経
費
等
に
係
る
財
源

に
つ
い
て
完
全
に
復
元
す
る
こ
と

―
な
ど
が
列
記
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
ら
要
望
事
項
の
概
算
要
求
時
点

に
お
け
る
見
通
し
は
、
総
務
省
が

８
月
３０
日
に
公
表
し
た
「
平
成
２６

年
度
の
地
方
財
政
の
課
題
」
に
示

さ
れ
て
い
る
。

地
方
の
一
般
財
源
総
額
は
前
年

度
比
０
・
８
兆
円
増
の
６０
・
６
兆

円
。
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の

基
本
方
針
」
「
中
期
財
政
計
画
」

を
踏
ま
え
た
結
果
、
２５
年
度
の
地

方
財
政
計
画
と
同
水
準
の
規
模
と

な
っ
た
。
う
ち
、
地
方
交
付
税
は

実
際
に
自
治
体
へ
配
分
さ
れ
る
出

口
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比
０
・
３
兆

円
減
の
１６
・
８
兆
円
を
仮
試
算
と

し
て
計
上
し
た
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る
地
方
の

復
旧
・
復
興
事
業
等
に
係
る
財
源

に
関
し
て
は
、
通
常
収
支
と
別
枠

で
整
理
。
財
務
省
へ
の
概
算
要
求

段
階
で
は
金
額
を
明
示
せ
ず
、
政

策
項
目
だ
け
を
盛
り
込
ん
だ
事
項

要
求
と
し
た
。

ま
た
、
２６
年
度
の
地
方
財
政
収

支
で
は
、
地
方
の
歳
入
・
歳
出
総

額
に
つ
い
て
前
年
度
比
０
・
８
兆

円
増
の
８２
・
８
兆
円
を
仮
試
算
と

し
て
計
上
。
う
ち
、
給
与
関
係
経

費
で
は
２５
年
度
比
０
・
７
兆
円
増

の
２０
・
５
兆
円
と
し
た
。
退
職
手

当
外
の
給
与
に
関
し
て
は
、
２５
年

度
比
０
・
８
兆
円
増
の
１８
・
６
兆

円
を
計
上
し
た
。
増
額
は
、
地
方

公
務
員
給
与
費
の
削
減
要
請
が
今

年
度
一
杯
ま
で
で
あ
る
こ
と
を
前

提
に
、
地
方
公
務
員
給
与
の
復
元

を
図
っ
た
た
め
と
し
た
。

年
末
の
予
算
編
成
に
向
け
、
地

方
交
付
税
な
ど
概
算
要
求
で
示
さ

れ
た
額
の
満
額
確
保
を
求
め
、
今

後
と
も
自
治
体
関
係
者
は
強
く
要

望
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

地方財政の充実・強化
求める意見書６４件決議
６月定例会の意見書・決議の状況（上）

６月定例会 意見書・決議の議決状況（上） （２５．５．１～７．３１）

決 議

【 ２】
―
１

―
１
―

―

【 １４】
１４

【 ２】
１

―

―

―

―
―
１

【 ４】
―

―

―
４

【 ２】
―

―

―
２

【 ３】
１

―

―

２

【 ２７】
【 ８６】

【 １０５】
６４
２４

５
３
３

６

【 ５】
５

【 １０７】
１８

１６

１２

１１

８
７
３５

【 ２０４】
１６０

１４

１３
１７

【 ４５】
１８

１６

４
７

【 ３４】
９

４

３

１８

【 ５００】
【 ７７７】

意見書

【税・財政】
○地方財政の充実・強化
○地方公務員給与の減額措置を前提にした地
方交付税削減を行わないこと
○新聞への軽減税率適用
○寡婦・寡夫控除の適用拡大
○ホテル旅館業の建物に係る固定資産税につ
いて評価基準の見直し
○その他

【地方行政・議会・選挙】
○その他

【医療・保健衛生】
○子宮頸がんワクチン接種事業の検証と副反
応被害者に対する救済体制を整えること
○風しんワクチン予防接種に対する国の財政
措置
○ブラッドパッチ療法の医療保険適用及び脳
脊髄液減少症の診断・治療法の確立
○重度障害者（児）医療費助成制度における
精神障害者の適用改善
○一般用医薬品の販売方法等
○Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎患者の救済
○その他

【教育・文化】
○義務教育費国庫負担制度堅持・負担率２分
の１への復元、少人数学級の実現、「３０人
以下学級」の実現をめざす教職員定数改善、
就学保障充実など平成２６年度国家予算編成
における教育予算確保・拡充
○北海道教育委員会「新たな高校教育に関す
る指針」の見直しと地域や子どもの実態に
応じた高校づくりの実現
○埼玉県立大学への医学部新設
○その他

【農林・水産】
○環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に
おいて国益遵守を求める
○ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）交
渉参加に反対
○食料・農業・農村の発展
○その他

【公害・環境保全】
○放射能汚染水対策と被災者支援の抜本的強
化
○脱原発依存と再生可能エネルギー政策の実
現
○建設業従事者のアスベスト被害者の早期救
済・解決
○その他

【合 計】
【総合計】

件 名
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